
 

岐阜市上下水道事業部競争入札心得 

 

平成 6年 4月 1日 

改正 平成 9年 4月 1日 

改正 平成12年 4月 1日 

改正 平成15年 3月19日 

改正 平成17年 4月 1日 

改正 平成17年10月 3日 

改正 平成18年 8月29日 

改正 平成20年 3月31日 

改正 平成22年 3月29日 

改正 平成23年 3月31日 

改正 平成25年 4月 1日 

改正 平成26年 4月 1日 

改正 平成27年 4月 1日 

改正 平成29年 4月26日 

改正 平成31年 3月29日 

改正 令和元年11月15日 

岐阜市上下水道事業部の競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、次に掲げる事項を承知の上、入札に参加すること。 

 

1 入札関係書類の受領等 

(1) 入札参加者は、入札の公示又は指名の通知があった場合は、速やかに当該入札に係る

契約の主管課（電子入札システムにより入札が執行される場合にあっては、当該電子入

札システム）において入札関係書類を受領し、又は閲覧に供すること。この場合におい

て、入札関係書類に疑義があるときは、関係職員に説明を求めることができる。 

(2) 質疑は、書面で行い、原則として、一般競争入札にあっては公告により明示する提出期限、

指名競争入札にあっては入札日の3日前（岐阜市の休日を定める条例（平成元年岐阜市条例

第45号）に規定する休日を除く。）の午後5時までに上下水道事業部上下水道事業政策課

（契約係）に提出するものとする。 

 

2 入札期日の変更 

  入札参加者の過半数の者が見積期間の延長を要望する場合は、入札の期日を変更するこ

とがある。 

 

3 入札保証金 

(1) 入札参加者は、入札執行前に入札保証金又はこれに代わる担保について、関係職員の



点検を受け、封かんの上氏名及び金額を表記して、受領書と引換えに納付し、又は提供

しなければならない。ただし、入札保証金の納付を免除したときは、この限りでない。 

(2) 入札保証金を減免する場合は、一般競争入札にあっては公告により、指名競争入札に

あっては指名通知書により明示する。 

(3) 入札保証金又はこれに代わる担保は、入札終了後に受領書と引換えに還付する。ただ

し、落札者には、契約締結後に還付する。 

 

4 入札の辞退 

(1) 指名を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退することがで

きる。 

(2) 指名を受けた者は、入札を辞退するときは、その旨を次に掲げるところにより書面で

提出しなければならない。ただし、電子入札システムにより入札が執行される場合は、

当該電子入札システムにより入札辞退届を作成の上、当該電子入札システムにより入札

辞退届を提出しなければならない。ただし、岐阜市水道事業及び下水道事業管理者（以

下「管理者」という。）の承諾を得たときは、入札辞退届を書面により提出することが

できる。 

   ア 入札執行前にあっては、入札辞退届を上下水道事業部上下水道事業政策課（契約

係）へ直接持参する。 

   イ 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を入札執行者に

直接提出する。 

(3) 見積もった契約希望金額が予定価格を超える場合は、入札を辞退するものとする。 

(4) 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受け

ることはない。 

 

5 入札書等の提出 

(1) 入札参加者は、指定の時刻までに指示された場所へ入札書を提出しなければならない。 

(2) 前号の規定にかかわらず、電子入札システムにより入札が執行される場合は、指定の時

刻までに、当該電子入札システムにより入札書を提出しなければならない。ただし、管理者

の承諾を得たときは、入札書を書面で提出することができる。 

(3) 貸与されている設計図書があるときは、開札時間までに返還するものとする。 

(4) 指定された時刻までに入札書を提出しない者は、棄権したものとみなす。この場合に

おいて、理由によっては、資格停止等の措置を講ずることがある。 

(5) 入札書には、金額、工事（件）名、場所、入札年月日及びあて名を明記し、記名押印

（届出印）の上封かんし、工事（件）名、場所及び氏名を表記するものとする。この場合に

おいて、電子入札システムによる場合は、当該電子入札システムにより入札書を作成の上、

通知書に示した時刻までに当該電子入札システムにより提出するものとする。 

(6) 落札決定に当たっては、入札書の記載金額に当該記載金額の100分の10（消費税軽減税

率対象の場合は、100分の8）に相当する金額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数



があるときは、これを切り捨てた金額）をもって落札価格とし、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100（消費税軽減税率対象の場合は、108分の100）に相当する金額を入札書

に記載するものとする。 

(7) 代理人が入札に参加する場合は、次のアからウまでに定めるところによる。ただし、

電子入札システムにより入札が執行されるときは、代理人の入札は認めない。 

ア 委任状は、工事（件）名、場所、入札年月日及びあて名を明記し、並びに受任者の

使用印及び代理人の使用印を押印した上で提出すること。 

イ 入札書は、受任者名及び代理人名を記入し、アの委任状に押印した代理人使用印を

押印すること。 

ウ 入札書への受任者使用印の押印は、不要とする。 

(8) 入札書の提出後は、これを引き換え、若しくは変更し、又は取り消すことができない

ものとし、電子入札システムによる場合は、一度送信された入札希望金額を撤回するこ

とはできない。 

(9) 入札参加者は、入札に立ち会わなければならない。ただし、電子入札システムにより

入札が執行される場合は、この限りでない。 

(10) 郵便による入札は、認めない。 

(11) 入札参加者は、他の入札参加者の代理をすることができない。 

(12) 建設業法（昭和24年法律第100号）第2条第1項に規定する建設工事（以下「建設工

事」という。）の入札の場合にあっては、工事費内訳書（様式）を、指定された時刻ま

でに、指定された場所に提出しなければならない。 

(13)  前号の規程にかかわらず、電子入札システムにより入札が執行される場合は、指定の

時刻までに当該電子入札システムにより工事費内訳書を提出しなければならない。ただし、

管理者の承諾を得たときは、工事費内訳書を書面により提出することができる。 

(14)  総合評価落札方式による入札の場合は、技術提案書（岐阜市上下水道事業部建設工事総

合評価落札方式試行要領（平成18年5月1日決裁）様式第1号による技術提案書をいう。第11

項第11号において同じ。）を指定された時刻までに、指定された場所に提出しなければなら

ない。 

 

6 入札の中止等 

(1) 入札参加者が連合し、又は不穏の言動を行ったため、入札を公正に執行することがで

きないと認められるときは、当該入札を延期し、又は中止することがある。 

(2) 入札参加者は、入札の執行中必要以外の言動を慎み、入札執行者の指示に従わなけれ

ばならない。これに従わないときは、入札を拒否することがある。 

(3) 天災その他やむを得ない理由により入札（開札）を行うことができないとき又は入札

者が1人だけの場合は、入札を延期し、又は中止することがある。この場合において、当

該入札の延期又は中止によって入札参加者に生じた損害は、入札参加者の負担とする。 

(4) やむを得ず、新年度の事業に係る予算の議決前に入札の公示又は指名の通知を行う場



合において、当該事業に係る予算の議決が得られなかったときは、入札の執行を取り止

める。この場合においては、あらかじめその旨を、一般競争入札にあっては公告により、

指名競争入札にあっては指名通知書により明示する。 

 

7 開札の方法 

  開札は、公告又は通知した日時及び場所において入札参加者の面前で行う。この場合に

おいて、電子入札システムによるときは、立会いを希望する入札者又は当該開札に係る入

札事務に関係のない職員の立会いの下で行う。 

 

8 落札の決定 

  入札（総合評価落札方式の場合を除く。次項において同じ。）を行った者のうち、予定

価格の制限の範囲内で、最低（財産の売払いにあっては、最高）の価格をもって入札した

者を落札者とする。ただし、建設工事又は建設工事に係る委託業務その他委託業務の契約

を締結する場合において、予定価格の制限の範囲内の最低価格をもって入札した者の価格

が当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき又はその者と

契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあると認めるときは、その者を落

札者とせず、予定価格の制限の範囲内で入札した他の者のうち、最低の価格をもって入札

した者を落札者とする。 

 

9 同価格入札のくじ 

  落札者となるべき同価格の入札をした者（以下「同価格入札者」という。）が2人以上あ

るときは、直ちに、当該同価格入札者にくじを引かせて落札者を決定する。この場合にお

いて、当該同価格入札者は、くじを引くことを辞退することはできない。 

 

10 再度入札 

(1) 開札をした結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再度の

入札（以下「再度入札」という。）を行う。ただし、再度入札は、原則として工事の請

負及び業務委託に係る入札にあっては1回まで、物品の購入及び物品の売払いを行う入札

にあっては2回までとし、入札の公正性の確保が困難と判断される場合には、再度入札を

行わないことがある。 

(2) 初回の入札に参加しなかった者及び初回の入札に参加し、無効とされた者は、再度入

札に参加することができない。ただし、11の(3)から(6)まで、(8)、(9)、(13)及び(14)に該

当し無効とされた者にあっては、この限りでない。 

 

11 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札に参加する資格を有しない者のした入札 

(2) 委任状を持参しない代理人のした入札 



(3) 記名押印を欠く入札（電子入札システムにより入札が執行される場合は、電子認証書

を取得していない者のした入札） 

(4) 金額を訂正し、又は改ざんした入札 

(5) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

(6) 金額、名称その他入札に必要とする要件を欠く入札又は確認し難い入札 

(7) 法令等に反する不正行為があると認められる入札 

(8) 再度入札において、前回の最高価格を上回らない入札又は最低価格を下回らない入札 

(9) 同一事項に対し、2つ以上出された入札 

(10) 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は2人以上の代理をした者の入札 

(11) 工事費内訳書又は技術提案書の提出を求められた場合において、指定された期限まで

に、当該工事費内訳書若しくは技術提案書の提出をしない者がした入札又は当該入札に

係る積算金額と入札金額が著しく相違する工事費内訳書その他入札者の名称、工事名等

の必要事項を確認し難い工事費内訳書を提出した者の入札 

(12) 岐阜市上下水道事業部高落札率入札調査の試行に関する要綱（平成17年12月21日決

裁）第5条に規定する事情聴取を拒んだ者のした入札 

(13) 岐阜市上下水道事業部低入札価格調査要綱（平成15年3月28日決裁）第5条第1項に規

定する失格判断基準に満たない価格の入札又は岐阜市上下水道事業部建設工事最低制限

価格制度実施試行要領（平成23年3月31日決裁）第3条に規定する最低制限価格を下回る

入札 

(14) 開札終了後から落札決定又は低入札価格調査等による保留の宣告を行うまでの間に、入

札金額について錯誤の申出があった入札であって、民法（明治29年法律第89号）第95条の規

定に該当するもの（電子入札システムにより入札が執行される場合にあっては、入札書送信

後から落札決定又は低入札価格調査等による保留の宣告までの間とし、錯誤の申出は、その

旨を記載した書面を提出する方法により行うものとする。） 

(15) 前各号に掲げるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

 

12 課税（免税）事業者である旨の届出 

   契約の相手方が課税事業者である場合は、工事請負契約書に、請負代金額に併せて取

引に係る消費税及び地方消費税の額を明示するものとし、落札決定後、落札者は、次の

各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定める事項を、直ちに届け出るものとす

る。 

(1) 単体の場合 課税事業者又は免税事業者である旨 

(2) 共同企業体の場合 各構成員について課税事業者又は免税事業者である旨 

 

13 契約の締結 

(1) 落札者は、7日（岐阜市の休日を定める条例に規定する休日を除く。）以内に契約を締

結しなければならない。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合は、その期

間を延長することがある。 



(2) 落札者は、請負金額が500万円以上の工事請負契約には、契約保証金を納付しなければ

ならない。ただし、契約保証金に代わる担保としての有価証券（国債、銀行小切手、地

方債等）、金融機関若しくは前払保証事業会社の保証又は公共工事履行保証証券（付保

割合の低いもの）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。この場合に

おいて、公共工事履行保証証券（付保割合の高いもの）による保証を付し、又は履行保

証保険契約の締結を行ったときは、契約保証金の納付を免除する。 

 

14 この入札心得は、指名競争入札について定めたものであり、一般競争入札の取扱いにつ

いては公告等が優先する。 

 

15 異議の申立て 

   入札参加者は、入札後、この入札心得その他入札条件の不知又は不明を理由に異議を

申し立てることができない。 

 

16 公正な入札の確保 

     入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

 

17 随意契約への準用 

  この心得は、随意契約の場合について準用する。 

 

 

 

 



 様式（第5関係） 

 

年  月  日  

 

 （あて先）岐阜市水道事業及び下水道事業管理者 

 

 

                         所  在  地 

                         商号又は名称 

                         代表者職氏名         印 

 

 

工 事 費 内 訳 書 
 

 工 事 名                                 

  

 工事場所                                 

 

工種等 数量 単位 金額（円） 備考 

直

接

工

事

費

内

訳 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

直接工事費計    （Ａ）     

共通仮設費     （Ｂ）     

現場管理費     （Ｃ）     

一般管理費     （Ｄ）     

合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）     

 ※ 直接工事費内訳については、工事発注課があらかじめ設定した項目に対して記入して

ください。 

 ※ 電子入札システムにより提出する場合は、押印不要です。 

 ※ 合計欄は、消費税を含まない金額を記入してください。 

 

 

 


